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令和６年度国の予算編成に対する要請の概要 

 

１ 要請活動の目的 

国の令和６年度の予算編成にあたり、国に対し、本市が抱える行財政運営上の喫緊

の課題の解決に向け、制度改善を要する事項や、本市の事務事業の推進のため適切な

財政措置が必要な事項について要請活動を行い、国の理解を得ることにより、「最幸

のまち かわさき」の実現に向けた取組をより一層推進することを目的とする。 

 

２ 要請内容 

（１）概要 

要請活動の目的や、人口が集中する本市の状況を踏まえ、「大都市の役割にふ

さわしい税財源の充実」に関するもの４項目、「安心のふるさとづくり」に関す

るもの９項目、「力強い産業都市づくり」に関するもの３項目について、重点要

請項目とした。 

なお、新たに「出産・子育て応援事業の見直しについて」「福祉・介護人材の

確保に向けた支援について」「学校及び保育所における医療的ケア児支援の充実

について」を加えるとともに、「川崎臨海部の土地利用転換について」は、今年

度から重点要請項目としている。 

 

（２）要請項目数（４８項目） 

・重点要請項目      １６項目（前年度１５項目 ４増 ３減）                                                  

・その他の要請項目    ３２項目（前年度３１項目 ５増 ４減）                           

 

３ 要請の方法及び時期 

（１）要請は政務三役を中心に行うことから、通常国会の会期内かつ概算要求に向けた

動きに合わせて、６月上～下旬に行っている。 

（２）市長は、総務省に対して重点要請項目を中心に要請活動を行う。 

（３）その他の要請項目は、適切な時期・手法により担当局が要請内容の説明を行うと

ともに、必要に応じて担当副市長が対応する。 
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川崎市政の推進につきましては、日頃から格別の御高配をいただき

厚く御礼申し上げます。 

大正 13（1924）年に人口５万人で誕生した本市は、現在では人口が

154 万人を超え、令和６（2024）年に市制 100 周年という歴史的な節

目を迎えます。ＳＤＧｓ未来都市として、誰一人取り残さず、今後も

持続可能な都市であり続けるために、少子化、超高齢社会に向けた地

域包括ケアシステムの取組のほか、令和 32（2050）年の脱炭素社会実

現に向けた取組や、臨海部の基幹産業の動向を踏まえた大規模な土地

利用転換の取組を事業者、市民の皆さまとともに進めています。 

こうした川崎をさらに、一歩先へ、もっと先へ進めるため、「川崎

市総合計画 第３期実施計画」に基づき、「安心のふるさとづくり」

と「力強い産業都市づくり」を基本とした「成長と成熟の調和による

持続可能な最幸（さいこう）のまち かわさき」の実現をめざした取

組を一層推進しています。 

新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類に変更されるなど、社

会経済活動が正常化されつつある一方で、昨今の物価高騰により、市

民生活や地域経済に大きな影響が生じています。多様化・増大化して

いく市民ニーズへきめ細かに対応するためには、効果的かつ効率的な

サービスの提供に努めていくことが必要であり、国と地方の役割分担

を明確にした上で、税源移譲を進めることが不可欠です。 

また、特別市制度の創設など、地域の実情に応じた多様な大都市制

度の早期実現が必要です。 

国においては、力強い成長の基盤の構築と、少子化対策をはじめと

したこども政策の強化に向けた取組が進められていますが、市民の暮

らしを支える中心的な役割を担っているのは地方自治体であり、圏域

の中枢都市である大都市の役割にも配慮した政策の実行を強く望みま

す。 

真の分権型社会の実現に向けて、国の制度改善を要請する事項や、

本市の事務事業の推進にあたり適切な財政措置が必要な事項を中心と

して、本市の要請事項を取りまとめましたので、令和６年度国家予算

編成において、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 令和５年６月  

川崎市長 
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重 点 要 請 項 目 
                          

○ 大 都 市 の 役 割 に ふ さ わ し い 税 財 源 の 充 実 

地方税財源の充実確保について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

特別市制度の創設について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び 

嵩上げ制限の廃止について・・・・・・・・・・・  ５ 

ふるさと納税制度の見直しについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

 

○ 安 心 の ふ る さ と づ く り 

システム統一・標準化について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

待機児童の継続的な解消と多子世帯の負担軽減に向けた支援について・・・・ １１ 

出産・子育て応援事業の見直しについて【新規要請項目】・・・・・・・・・ １３ 

子どもの医療費助成の在り方の検討について・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

児童福祉人材の確保に向けた支援について・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

福祉・介護人材の確保に向けた支援について【新規要請項目】・・・・・・・ １９ 

学校及び保育所における医療的ケア児支援の 

充実について【新規要請項目】・・・・・・・・・ ２１ 

安全・安心で良好な教育環境の充実について・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 多摩川における治水対策の推進について・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 

○ 力 強 い 産 業 都 市 づ く り 

川崎臨海部の土地利用転換について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた水素サプライチェーン 

構築に係る取組について・・・・・・・・・・・・ ３１ 

 

※【新規要請項目】とは、今年度要請にて新規に項目立てをしたもの 
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地方税財源の充実確保について 

【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 真の分権型社会の実現には、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の

「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に見直し

た上で、新たな役割分担に即した国と地方の税源配分とする必要があります。 

○ 本市をはじめとする指定都市は、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題から生

ずる大都市特有の財政需要を抱えています。しかし、都市税源である消費・流通課

税及び法人所得課税の配分割合が極めて低くなっていることから、特に地方消費税

（社会保障財源化分以外）と法人住民税の配分割合を拡充する必要があります。 

○ 国庫補助負担金については、地方への税源移譲を中心とした抜本的改革を進める

べきです。それが実現するまでの間は、地方が必要とする総額を確保するとともに、

事業規模や使途に関する要件の緩和、予算の流用への弾力的対応、事務手続の簡素

化等を図るべきです。 

○ 地方版総合戦略を推進するために地域再生計画を策定し取り組む事業が交付金の

対象となるよう必要額を確保し、より自由度の高い活用しやすい制度とすべきです。 

１ 現行６：４となっている国と地方の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに

地方税の配分割合を高めることにより、国と地方の新たな役割分担に応じた「税

の配分」とすること。 

２ 大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び法

人所得課税の配分割合を拡充すること。 

３ 国庫補助負担金は、国が担うべき分野については必要な経費全額を国が負担す

るとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負担金を廃止し、所要額

を全額税源移譲すること。また、まち・ひと・しごと創生に係るデジタル田園都

市国家構想推進交付金は、地方が自主性・独自性を発揮して活用できるよう、よ

り自由度が高い制度とすること。 
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 地　方　税 42兆9,397億円

 地方譲与税   2兆6,001億円
 国庫支出金 15兆1,718億円

国の役割国 国税

地方税地方
地方の
役割

総額　117兆3,687億円

19兆8,088億円

△5,522億円

74兆4,290億円

地方税

国税

42兆9,397億円

36.6%

63.4%

 地方交付税 

79兆9,682億円

68.1%

37兆4,005億円

31.9%

 国直轄事業
　　　　 負担金

地 方 税 地 方

国 税

国

国６：地方４

国・地方における税の配分状況（令和５年度）

税
源
移
譲

５

：

５

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分 役割分担

《現 状》 《まずは》 《さらに》

真の分権型社会の実現

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担

に応じた「税の配分」

税の配分

さ
ら
な
る

税
源
移
譲

７

：

３

４

：

６

■ 都市的財政需要及び都市税源の配分の状況

この要請文の担当課／総務企画局都市政策部企画調整課 TEL 044-200-2164
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

（令和５年度）

消費・流通課税の配分割合

注1 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。
注2 東日本大震災による減免などの金額は含まない。

市町村税
3.0%

国税
74.4%

道府県税
22.6%

（令和５年４月１日時点）

注1 実効税率は、法人事業税及び特別法人事業税が
損金算入されることを調整した後の税率である。

注2 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。

法人所得課税の
配分割合（実効税率）

国税
91.5％

市町村税
4.5%

道府県税
4 .0%

「国庫補助負担金の改革」のイメージ

税 源 移 譲

国庫補助
負 担 金

国が
担うべき分野

地方が
担うべき分野

必要な経費全額を
国が負担

都市税源の配分割合
が極めて低い状況

国と地方の役割分担を見直し、
地方が担うべき分野は税源移譲することが必要

■ 国・地方間の税源配分の是正

■ 国庫補助負担金の改革

大都市特有の需要に対応するために
都市税源の拡充が必要

全国 指定都市

土木費 49.3 63.6

民生費 166.3 199.5

都市的財政需要
市民１人あたり比較（令和２年度）

（単位：千円）

注 全国の数値は、指定都市及び特別区を除いている。

大都市は都市的財政需要が大きい

移譲されるまでの間は
総額確保が必要

消費税、所得税、法人税等の複数の基幹税の税源移譲により
税配分をまずは「５：５」とすることが必要
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特別市制度の創設について 

  【内閣官房・内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

■ 要請の背景 

○ 指定都市制度は、昭和 31（1956）年の創設から 65 年以上が経過し、指定都市には

多くの権限が移譲され、住民に身近な行政サービスのほとんどを担うようになって

いますが、広域自治体と基礎自治体という二層制構造は変わっていません。 

〇 指定都市の市民は、大都市特例事務に係る行政サービスを指定都市から受けてい

るものの、その経費を道府県税として負担しています。権限に見合う財源を税制上

措置し、受益と負担の関係のねじれを解消する必要があります。 

〇 感染症や大規模自然災害等の危機的事象への的確な対応や、人口の減少、少子高

齢化の進展等、市民に身近な地域課題を解決していく必要がある中、二重行政の解

消等により、迅速かつ柔軟な行財政運営を行えるよう、指定都市とともに検討を進

め、特別市制度を創設することが必要です。 

〇 指定都市が特別市に移行することで、道府県は広域自治体として、大都市以外の

地域の補完という道府県の役割により一層注力することが可能となります。 

■ 特別市が創設されることによる効果等 

〇 窓口の一本化による住民サービスの利便性向上、司令塔の一本化による迅速かつ

地域の実情を踏まえた課題解決、事務の効率化・組織の簡素化による経費削減、我

が国全体の経済成長を牽引など 

１ 市域内において地方が行うべき事務を大都市が一元的に行うことを基本とす

る「特別市」制度を創設すること。 

２ 国（総務省）に大都市制度を専門的に検討する専任組織と指定都市との新たな

研究会を設置し、特別市制度の法制化に向け議論の加速化を図ること。 

３ 特別市制度が創設されるまでの間、大都市特有の財政需要や事務配分の特例等

に対応し、効率的・効果的な行政運営を推進するため、地域の実情に合わせた道

府県から指定都市への権限及び税財源の移譲を行うこと。 
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この要請文の担当課／総務企画局都市政策部地方分権・特別市推進担当 TEL 044-200-1576
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

神奈川県に代わって負担している経費
（特例経費一般財源等所要額）

255億円
地方自治法に基づくもの

個別法に基づくもの

（例：土木出張所）

注 県費教職員の給与負担に係る経費を除く。

これに加え、道府県から指定都市への事務移譲・権限移譲に伴い、
所要額について税制上の措置が必要！！

左の経費に対する税制上の措置

212億円

43億円
（税制上の措置済額）

大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額（令和５年度予算に基づく概算）

税制上の
措置不足額

＜指定都市と道府県との間で事務・権限を分ける二層制の弊害＞
〇二重行政の発生
〇道府県が介在することで調整に時間を要する

■ 広域自治体と基礎自治体の二層制の弊害

■ 特別市の姿

■ 大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額

指定都市制度創設から６５年以上が経過し、多くの権限が移譲されてきたが、この間
二層制の地方自治構造は変わっていない

効率的・効果的な
行政運営ができない！

二層制（二重行政）を解消し効率的
かつ効果的な行政運営を実現！

＜本市における具体例＞

指定都市

国

道府県

●広域調整 ●警察 など

市町村 市町村

道府県

国

[新たな一層制自治体]

特別市
道府県が市域内で担
う事務及び指定都市

の事務を統合

行政区
効率的で、区民に

身近な総合行政機関

特別市

二

層

制

一

層

制[基礎自治体]

指定都市
行政区

[基礎自治体を包含する広域自治体]

-4- 11



財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び 

嵩上げ制限の廃止について 

【総務省・文部科学省・厚生労働省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 地方交付税は、補助金や交付金のような政策誘導手段として用いるものではなく、

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サー

ビスを提供できるよう財源を保障するためのもので、地方固有の財源です。 

○ 本市は令和５年５月時点で人口が154万人を超えており、わが国の人口減少が進

む中においても当面の人口増を見込んでいる「元気な都市」であり、指定都市唯一

の普通交付税不交付団体として、「財政が豊か」というイメージを持たれています。 

○ 一方、指定都市を市民１人当たりの標準税収で比較すると、本市は第３位ですが、

普通交付税及び臨時財政対策債を加えた市民１人当たり一般財源で比較すると、第

19位となり、「不交付団体＝財政的に豊か」という関係は成り立ちません。 

○ 本市は、普通交付税の交付・不交付のボーダーライン上であり、また、不可避的

に増加する社会保障関係費に加え、少子高齢化対策、地域経済の活性化、防災・減

災対策、感染症や物価高騰への対応など、大都市特有の財政需要等を抱え、収支不

足に伴い減債基金からの借入れを行っている状況であり、「財政が豊か」という実

態はありません。 

○ 現在、各省庁独自で財政力指数に基づいて国庫支出金の割り落とし等が行われて

いますが、地方交付税による地方団体相互間の調整に加えた「二重の調整」である

ことから、財政力指数に基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限を

見直す必要があります。 

財政力指数に基づく国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は行わないこと。 
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市民１人当たり一般財源（R03決算）

標準税収 普通交付税 臨時財政対策債

■ 国庫支出金等の割り落とし等による主な減収見込額（令和５年度）

地方交付税での財源調整との二重の調整となる財政力指数
に基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は
行わない こと

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183

■ 1人当たり標準税収及び一般財源の比較（令和３年度決算）

20市中 第19位

20市中 第3位

市民１人当たり標準税収 第3位
市民１人当たり一般財源 第19位

⇒ 不交付団体だからといって「財政が豊か」という実態はない！！
（千円）

2.6億

1.3億

2.2億

1.5億

3.4億

（億円）

（5.5/10 ⇒ 5/10）

（2/3 ⇒ 1/2）

（1/2 ⇒ 3/8）

（2/3 ⇒1/2）

・前年度の普通交付税の収入超過額の2/10と
・当該団体の譲与額の2/3

のいずれか少ない額を控除
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ふるさと納税制度の見直しについて 

  【総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 多くの国民が地方で生まれ、教育を受け、育ち、就職等を機に都会に出て、そこ

で納税することとなりますが、自分を育んでくれた「ふるさと」に対しても、自分

の意思で一部でも納税できる制度として創設されたものがふるさと納税制度です。 

○ ふるさと納税制度の理念は、納税者が寄附先を選択することを通じて、「税の使わ

れ方を考えるきっかけ」となり、また「生まれ故郷や応援したい地域の力になれる」、

「自治体が取組をアピールし、競争が進む」こととされていますが、本来の趣旨や

理念とは裏腹に、返礼品や節税を目当てとしたネット通販化している状況です。 

○ ふるさと納税により流出するのは、地方税の中でも基幹的地位を占め、いわば「地

域社会の会費」として位置づけられる個人住民税ですが、都市部では流出の影響が

大きく、本市においても流出見込額が 125 億円となるなど、看過できない状況です。 

○ ふるさと納税指定制度の創設による見直しがされましたが、特例控除額が現行の

所得割額の２割という定率の上限のみでは、返礼品との組み合わせにより、高所得

者ほど大きな節税効果が生ずるなどの課題が依然として残されている状況です。 

○ 現在の状況を見直すためにも、納税者への影響割合等を考慮した上で、特例控除

額に 10 万円の上限額を設定するなど、見直しを早急に行う必要があります。 

〇 「ワンストップ特例制度」について、所得税控除相当額を個人住民税から控除し

ている現状の仕組みを速やかに見直す必要があります。 

〇 制度見直しまでの間は、減収影響に対する財政措置を講ずる必要があります。 

１ 返礼品を目的とした寄附の増加により都市部における地方自治体の財政に与

える影響が大きくなっていること等を踏まえ、特例控除額に定額の上限を設ける

などの見直しを早急に行うこと。 

２ 「ワンストップ特例制度」を適用する場合には、個人住民税から控除している

所得税控除相当額について、地方特例交付金により全額を補塡すること。 
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わずか８年で
約60倍!

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

減収影響が拡大している

■ 本市におけるふるさと納税による減収額

■ ワンストップ特例制度による影響

特例控除額が定率の上限のみでは、
高所得者ほど上限額が高くなる

（例：年収700万円の給与所得者（独身又は共働き）が10万円のふるさと納税をした場合）

【確定申告を行う場合】

【ワンストップ特例制度の適用を受けた場合】

適用
下限額

所得税
控除額

0.2万円 2万円 7.8万円

住民税
控除額

住民税控除額が 7 . 8 万円→ 9 . 8 万円へ

適用
下限額

住民税
控除額

0.2万円 2万円 7.8万円

住民税
控除額

（単位：億円）

寄附額（円）

寄附者の給与収入

＜特例控除額の上限の目安＞

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

300万円 800万円 1300万円 1800万円

例：独身又は共働きの場合

定額の上限が必要

特例控除額に係る上限額 5万円 10万円 15万円

影響を受ける方の割合 33％ 10％ 5％

令和４年度減収額(a)
基本控除額分 特例控除額分 基本控除額分 特例控除額分 基本控除額分 特例控除額分

13億円 82億円 13億円 82億円 13億円 82億円

上限を設けた場合の減収額(b) 7億円 53億円 10億円 68億円 11億円 74億円

減収額への影響(a)-(b)
（合計）

6億円 29億円 3億円 14億円 2億円 8億円

（35億円） （17億円） （10億円）

＜特例控除額の上限設定による影響額の試算（本市分）＞

注１ 上限額、減収額及び影響額は、いずれも個人市民税の額（ふるさと納税ワンストップ特例制度による申告特例控除額を除く）
２ 影響を受ける方の割合は、ふるさと納税実施者全体に対する割合
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システム統一・標準化について 

  【デジタル庁・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 
 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 国の「デジタル基盤改革支援補助金」における現在の補助上限額は、実際の補助

対象経費と比べ大幅に不足しており、その財源確保が大きな課題となっています。

標準化に係る特有の経費については、国の全額負担となるよう見直しが必要です。

さらに、ガバメントクラウドの利用料についても、クラウドのメリットを最大限に

活かした価格設定をした上で、自治体への提供が必要です。 

〇 国により移行期限は令和７年度末と定められていますが、指定都市は、機能やデ

ータ量も大きいことやシステム間連携に必要な共通機能の構築や検証などに最低で

も３年以上の期間を要します。職員への研修実施など円滑かつ正確なサービス提供

が可能となる環境が整うまで、移行期限の柔軟な対応を行い、補助金の返還等が生

じないようにする必要があります。 

〇 システムの移行に伴う現行システムに係る契約解除は発注者である自治体側の都

合とせざるをえないことから、違約金について国が全額負担するとともに、違約金

の支出に対する適正性を対外的に説明できるよう、国による担保が必要です。 

〇 令和７年度に移行が集中することで、ベンダが対応できなくなる可能性があるた

め、指定都市要件に準じた標準準拠パッケージソフトを早期に提供できるよう、ベ

ンダに対して十分な体制確保を働きかけるなど、自治体側に不利益が発生しないよ

うな取組が必要です。 

１ 統一・標準化に係る補助対象経費は、上限額を定めず国の全額負担とすること。

また、ガバメントクラウドの利用料が過度な負担とならないよう措置すること。 

２ 現行システムの規模等を考慮し、移行に向けた十分な期間を確保するため、令

和７年度までとしている移行期限や財政措置について柔軟な対応を行うこと。 

３ 現行システムの違約金は国による全額負担及び支出の適正性を担保すること。 

４ 指定都市用の標準準拠システムの提供が早期に行われるよう、ベンダに対して

十分な開発体制の確保を国から働きかけること。 
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この要請文の担当課／総務企画局デジタル化施策推進室 TEL 044-200-2205

■ 本市における標準化に係る経費及びスケジュールについて

 単年度予算のシステム経費だけで数十億円規模の予算計上が必要になり、財源確保が困難
 補助対象経費の全額補助が必要

＜本市の情報システムのライフサイクルと違約金＞

＜標準化に係る移行経費＞

・令和５年度において約７．８億円を補助金交付決定を受け、本市の上限額である１３億円の約６割に達している。

・総務省調査から算出した移行に係る経費は、現時点算出できる補助対象経費だけでも約５３億円であり、

今後さらに数十億円以上の経費が膨らむことが見込まれる。

大半のシステムのライフ
サイクルが標準化の時期
と合わない状況

ガバクラ
移行 補助金上限約１３億円

管理委託費

ＡＳＰ利用・保守費

ガバクラ
利用料

並
行
運
用

違約金

自治体負担
【目標】H30比運用経費30％減

回
線
費
用

＜標準準拠アプリの提供とベンダ確保＞

 国の主導により、対応ベンダの標
準化対応に必要なリソースの確保

 十分な調達環境が整わない場合、
令和７年度末の移行時期について
柔軟な対応が必要

ガバメントクラウド移行に伴う全体費用

本市では標準準拠システムの対象となる｢基幹20業務｣を 13システムに分けて管理している。

令和６年度契約にむけ
た作業

（対応ベンダの確保、
標準準拠アプリの開
発の加速・提供準備）

令和６年４月より、ガバメントクラウドを利
用予定

（標準準拠アプリの提供開始、対応ベ
ンダと契約、移行作業開始）

違約金対象

現時点で約５３億円
補助対象
外経費

違約金見込：約９億８千万円／８システム

補助対象経費（全額補助が必要）

今後発生
する経費
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待機児童の継続的な解消と多子世帯の負担軽減 

  に向けた支援について 

  【内閣府・こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市では、保育所等の利用申請者数は年々増加している中、多様な手法を用いた

保育受入枠の確保等を実施した結果、令和５（2023）年４月１日時点の待機児童数

は３年連続でゼロを達成したところです。 

○ 子育てと就労等の両立に向け、保育ニーズが依然として増加傾向であることから、

引き続き、施設整備等により保育受入枠の拡充が求められるため、待機児童数等に

よらず整備費補助の嵩上げ措置を適用する必要があります。 

○ 本市では国の基準に基づき、認可保育所等の利用料に係る多子軽減を実施してい

るところです。 

○ 少子化対策として、多子世帯への支援は重要な施策の１つですが、国の多子世帯

への保育料の軽減措置においては、所得制限があること、また、小学校就学以降の

児童や一部の認可外保育施設を利用する児童が軽減措置を適用するための児童数に

含まれないことから、真に多子世帯を支援する制度といえない状況です。 

○ 多子世帯への支援策については、現在、各自治体が独自の拡充を行っている状況

ですが、本来は一律の基準に基づき運用される必要があることから、認可保育所等

の利用料の軽減措置における、所得制限、児童の年齢制限及び利用する保育施設類

型による制限を撤廃する必要があります。 

 

１ 待機児童の継続的な解消に向けて、受入枠拡大に必要な財政措置を講ずるこ

と。 

２ 多子世帯への認可保育所等の利用料の軽減措置における制限を撤廃し、施策の

拡充を図ること。 
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■ 受入枠拡大に必要な財政措置 

・待機児童解消の継続については整備費等が不可欠であるが、待機児童を解消した場合等は補助率の嵩上げ

が翌年度適用とならないことから、市の負担が増加することとなり、取組の継続に支障が生じる。                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■ 多子世帯への保育料の軽減措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この要請文の担当課／こども未来局保育・幼児教育部保育対策課 TEL 044-200-3630 

認可保育所等の利用料の軽減措置における、所得制限、児童の年齢制限及び 
利用する保育施設類型による制限を撤廃し、施策の拡充を図ること。 

892

284

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000
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（補助率1/2） 嵩上げ補助

（補助率2/3）

影響額

約2,8億円

単位：百万円

R５保育所等整備予算における財政措置の影響額

継続的な待機児童解消につながるよう、受入枠拡大に必要な財政措置を講ずること。 
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出産・子育て応援事業の見直しについて 

  【こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中で、悩みや孤立感を抱く妊婦・

子育て家庭も少なくなく、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができ

る環境整備が喫緊の課題となっています。 

○ こうした中、妊婦や子育て家庭に寄り添い、必要な支援につなぐ伴走型相談支援

の充実を図るとともに、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利

用負担軽減を図る経済的支援を一体として実施する出産・子育て応援事業が創設さ

れ、継続的に実施することとされています。 

○ しかしながら、令和４年度及び令和５年度（令和４年度からの繰越分）における

事業費の負担割合は、伴走型相談支援が国 2/3、都道府県 1/6、市町村 1/6、経済的

支援が国 2/3、都道府県 1/6、市町村 1/6 となっており、本市を含めた市町村におい

ては財政負担が生じています。 

○ また、国が示した令和５（2023）年 10 月以降の半年分の交付金の内訳について、

伴走型相談支援における事業費の負担割合は、国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 と

なっており、市町村においては更なる財政負担が生じています。 

○ さらに、令和４年度及び令和５年度（令和４年度からの繰越分）においてシステ

ム構築等導入経費を国が全額補助していますが、導入以降も継続して発生するシス

テム改修費用等は、令和５（2023）年 10 月以降分の対象経費に含まれていません。 

○ 今後も本制度を継続して確実に実施できるよう、要綱の見直しを含め令和６年度

以降の財政措置を講ずる必要があります。 

 出産・子育て応援交付金交付要綱等において示された内容は、都道府県や市町

村の財政負担が生じるものであり、基準額も交付対象者が多い本市では十分でな

く、相当の財政負担を要するため、事業の継続的かつ効率的な実施に向けて、補

助率及び対象経費の見直しなど、必要な財政措置を講ずること。 

新規要請項目 
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R4 対象者見込人数を基に算定した R4 年度出産・子育て応援交付金の負担金額（単位：千円、カッコは負担割合） 
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36.7%

36.4%

40.9%

44.4%

10.0%

1.1%

0 10 20 30 40 50

子どもと一緒に遊びに行ける場所が少ないまたは

子どもが遊ぶ場所が少ない

子どもが自然体験をできる場が少ない

子どもを同年代の子どもと遊ばせるきっかけがない

子どもを安心して預けられる人や場所が少ない

病気の時など、急を要するときに子どもの面倒をみ

てくれる人や施設がない

子どもが犯罪に巻き込まれないか不安である

その他

無回答

（%）n=802

①伴走型相談支援
基 本 額 子育て世代包括支援センター１カ所当たり

約780万円＋約130万円（時限的上乗せ分）
補 助 率 国2/3,都道府県1/6,市町村1/6
対象経費・伴走型相談支援を実施する職員活動費

・伴走型相談支援の事務に要する活動費 等

【令和4年度出産・子育て応援交付金】

②経済的支援（※１）
補 助 率 国 2 / 3 , 都 道 府 県 1 / 6 , 市 町 村 1 / 6
対象経費・出産応援ギフト（妊婦1人あたり5万円）

・子育て応援ギフト（新生児1人あたり5万円）
※本市はともに現金給付

③システム構築等導入経費
補 助 率 国10/10
対象経費・経済的支援を行うためのシステム開発経費

及びクーポン発行等に係る委託経費

【令和5年度（R５.10以降）出産・子育て応援交付金】

②経済的支援
令和4年度からの変更は特になし

③システム構築等導入経費（※３）
補 助 率 国10/10
対象経費・経済的支援を行うためのクーポン発行等に係

る委託経費

①伴走型相談支援（※２）
基 本 額 未公表（詳細は今後公表）
補 助 率 国1/2,都道府県1/4,市町村1/4
対象経費・伴走型相談支援を実施する職員活動費

・伴走型相談支援の事務に要する活動費 等

令和４年度 国 神奈川県 川崎市 合　計 備考

伴走型相談支援 54,444(2/3) 13,611(1/6) 13,611(1/6) 81,666 R5負担割合（国1/2、県1/4、市1/4）

出産・子育て応援給付金 1,111,866(2/3) 277,966(1/6) 277,968(1/6) 1,667,800 対象経費、負担割合の変更なし

事務費 （システム構築等導入経費）
システム構築等導入費用

7,042(10/10) 0 0 7,042 R5は国の対象経費に含まれない

合　計 1,173,352 291,577 291,577 1,742,895

R4対象者見込人数：33,356人

■ 本市の子育てに関する状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 令和４年度及び令和５年度(R5.10以降)の出産・子育て応援交付金の内訳について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 出産・子育て応援交付金の負担金額の内訳 

 
 
 
 
 
 

 

 

87.1%

57.7%

17.2%

11.2%

16.3%

6.0%

1.3%

0.1%

0 20 40 60 80 100

お子さんの親（あなたの配偶者）

お子さんの祖父母

宛名のお子さんの兄弟姉妹

１、２、３以外の親戚

友人・知人

いない

その他

無回答

（%n=2,223

（※２）伴走型相談支援における事業費の負担割合については、国1/2、都道府県1/4、市町村1/4 となって
おり、市町村においては更なる財政負担が生じる。 

この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室母子保健担当 TEL 044-200-1312 

※複数回答 

※複数回答 

資料:第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（抜粋） 

○子育ての協力者の有無 ○子育て環境の悩み 

（※１）応援交付金の交付対象者が多いほど財政負担に影響が生じる。 
【参考】令和２年度本市の出生数:１２，９３９人（指定都市中第５位／２０位） 

（※３）システム構築等導入経費は、クーポン発行等に係る委託経費のみを対象としており、現金給付を行って
いる本市は対象に含まれない。 

本市においても子育てに関し

て不安感や孤立感を抱いてい

る状況がある。 
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子どもの医療費助成の在り方の検討について 

【こども家庭庁・厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 医療保険制度における自己負担割合は、義務教育就学前は２割、義務教育就学後

以降は３割とされているところ、全ての地方自治体において地方単独事業により、

更に軽減措置を講じていますが、地域間での格差が生じています。 

○ 本市では、子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み育てることのできる総

合的な子育て環境づくりを進めています。小児医療費助成制度について、令和５

（2023）年９月から、対象年齢の中学３年生までの拡大、所得制限の撤廃により制

度拡充を図ってまいりますが、年々財政負担が大きくなる一方、更なる制度拡充を

求める声も上がっております。 

○ 子どもたちが日本のどこに住んでも安心して医療が受けられるためには、子ども

医療費助成制度は、地方自治体間で差異が生じない統一的な制度であることが望ま

しく、制度の創設・実施のためには、国と地方自治体とで共同で検討する体制づく

りが必要です。 

○ 国民健康保険の国庫負担金等の減額については、未就学児までを対象とする医療

費助成の減額措置は平成 30 年度に廃止され、更なる廃止対象年齢の拡大について、

国において検討していることは承知しておりますが、安心して子どもを産み育てる

ことのできる環境づくりを進めるため、全ての減額措置を廃止することが必要です。 

１ 我が国の喫緊の課題である少子化対策として、子どもの医療費の助成につい

て、全国一律の制度として構築すること。 

２ 国と地方自治体が、子どもの医療費助成について、共同で検討を行う体制を構

築すること。 

３ 国民健康保険の国庫負担金等の減額措置を廃止すること。 
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・医療保険の自己負担分に対する、地方単独事業による軽減措置の実施 
・地域間での格差及び拡充による地方自治体の財政負担の増大 

■ 子どもの医療費助成の現状 

 
 

 

■ 指定都市の状況（令和５年度） 

 

 

                              

 

  

 
 
 
 

 

    この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室家庭支援担当 TEL  044-200-2695 

子どもたちが日本のどこに住んでも安心して医療が受けられるよう 

・子どもの医療費助成について、全国一律の制度を構築すること 

・国と地方自治体が共同で検討する体制を構築すること 

地方自治体間で差異

が生じている状況 
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児童福祉人材の確保に向けた支援について 

【こども家庭庁・厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市の保育所等においては、安定的な職員体制を確保するとともに、入所児童の処

遇向上及び施設職員の待遇改善等を図るため、保育士の配置基準については、国が定

める最低基準を超えた独自の加配を行っています。継続して安定的な職員体制を確保

するためには、国の職員配置基準の見直しが必要です。 

○ 児童養護施設や乳児院等において、国の「新しい社会的養育ビジョン」等に定める

「できる限り良好な家庭的環境」での養育実現と、高度なケアニーズに対応するなど

施設の専門性の向上を両立させるためには、保育士や児童指導員など専門職の適正な

職員配置への見直しが必要不可欠です。 

◯ 保育士等の児童福祉人材にかかる処遇改善については、これまでも国において、一

定の改善が図られてまいりました。しかしながら給与は一般労働者と比較すると依然

として低額であり、本市独自に処遇改善を行っていますが、それでもなお待遇面を理

由に離職する者が多く、各施設で必要な人材を確保できず、実際に勤務する職員の負

担が増大することで、更に離職を誘発する要因になっています。 

○ 保育士宿舎借り上げ支援事業は、市内認可保育所の約90％が利用しており、人材確

保に大きく影響するため、対象期間見直し（短縮）は慎重に行う必要があります。 

○ 児童養護施設等の職員は夜勤や長時間労働など過酷な勤務にも関わらず、保育所の

保育士等と比較して、宿舎借り上げ支援制度がない事や処遇改善加算が不十分である

等待遇面の格差があるほか、そもそも困難な業務と給与水準のバランスが確立できて

いないなど、人材確保・育成・定着が進んでいない現状があります。 

１ 現行の各施設における職員配置基準を見直し、体制強化への支援を行うこと。 

２ 保育士等の児童福祉人材の確保に必要な処遇改善加算等の増額を講ずること。 

３ 保育士宿舎借り上げ支援制度の対象期間の見直しを慎重に行うとともに、児童

養護施設等については同制度を新たに創設するなど財政措置を講ずること。 
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■職員配置基準 

    現行の職員配置基準について（国） 

保育所 ０歳児 こども３人に保育士１人 

１・２歳児 こども６人に保育士１人 

３歳児 こども２０人に保育士１人 

４・５歳児 こども３０人に保育士１人 

児童養護施設 こども４人に職員１人 

乳児院 こども１．３人に職員１人 

 

 

 

■保育士の処遇等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室   TEL 044-200-2658 

こども未来局保育・幼児教育部保育第１課  TEL 044-200-2686 

こども未来局保育・幼児教育部保育第２課  TEL 044-200-3948 

こども未来局保育・幼児教育部幼児教育担当 TEL 044-200-3794 

・限られた人員による保育の実施 

・２４時間３６５日の生活施設では 

夜勤（宿直）体制の確保も必要 

・ケアニーズの高いこどもへの対応 

              など 

長時間労働や過重労働の原因に 配置基準の見直し（底上げ）が必要不可欠 

・保育士の給与は全職種と比較すると依然として低額であり、待遇面を利用とする離職者も多い。 

・さらに、同じ保育士資格を有していても、認可保育所と児童養護施設等では処遇の格差があり、

児童養護施設等では保育所よりも更に保育士確保が困難な状況である。 

保育士の処遇を改善し、児童養護施設等についても同等の待遇で採用活動できる環境が必要 

《処遇改善費の比較》 

  処遇改善の差 

  宿舎借上制度の有無 

（82,000 円×3/4 

＝61,500 円） 

上記２つの国制度により 

差が生じている。 

 

（参考）保育士人件費の比較（モデルケース） 

・国基準を超えた職員配置に対する加配 

・児童養護施設等における職員住宅手当加算

の実施 

・児童養護施設等における職員宿舎借り上げ

支援事業の実施（令和４年度開始） 

【本市における主な取組】 

これらの取組を本市が独自に、かつ一部

は先行実施しているが、上記趣旨を踏ま

え、国が措置費の体系に組み込むなど、

制度として実施することで、保育士等の

児童福祉人材の確保・育成・定着を実現

することが必要 

例:勤続７年目副主任クラスの保育士の場合（同一基本給料） 
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福祉・介護人材の確保に向けた支援について 

【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

■ 要請の背景 

○ 福祉・介護人材の確保に向けては、国においても取組を進められているところで

すが、賃金が低い事や職場環境の状況等から全国的に人材が不足しています。本市

においては、就職相談会の開催や各種研修の実施、法人管理者向けの研修及びキャ

リアアップ支援など「参入促進」「労働環境・処遇の改善」「資質の向上」の３つの

アプローチによる取組を行い、福祉・介護人材の量的・質的の確保に努めていると

ころですが、各事業所における不足感は増加傾向にあります。 

○ 関東大都市圏は全国で家賃が最も高く、中でも川崎市は東京都特別区に次いで２

番目に高いなど、都市部特有の地域特性があります。 

○ 国では、人生100年時代に向けた整備を進める中で、最大の課題は人材の確保であ

るとし、処遇改善を行っていますが、10年以上の経験を持つ介護福祉士等を、よう

やく全産業平均水準とするものであり、福祉・介護従事者全体としては、一般労働

者に比べ賃金が低いのが現状です。 

○ 高齢者・障害者への支援のために人材は最大の基盤となります。そのための福祉・

介護人材の確保・育成・定着に向けた支援として、更なる処遇改善や住居費におけ

る宿舎整備にとどまらない関東大都市圏特有の住宅状況を踏まえたきめ細やかな支

援が必要不可欠です。 

１ 関東大都市圏は住宅１畳あたりの家賃が全国で最も高く、住居費の負担が大き

いことから、人材確保に向けて、都市部における住居費負担の軽減に向けた支援

を行うこと。 

２ 福祉・介護人材の確保については、今後の地域包括ケアシステムの構築や社会

保障制度の維持に向けて必要不可欠なものであり、これまでも処遇改善措置など

を行っているが、こうした制度改正を講じてもなお、賃金は他産業と比較して低

い水準であるため、更なる処遇改善などの対応策を早急に行うこと。 

新規要請項目 
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■福祉・介護人材の不足感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住居費の実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■賃金の格差 

● 令和４年度に本市が行った「障害のある

方の生活ニーズ調査」の結果から、事業

所全体の福祉従事者の不足感は 45.9％

と増加傾向になっている。

● 令和４年度に行った「川崎市高齢者実態調

査」の結果から、事業所全体の介護従事者の

不足感の割合は 79.8％と増加傾向になって

いる。 

 

● 一畳あたりの家賃・間代において、関東

大都市圏は全国で最も家賃が高い。 

 

関東大都市圏 5,500 円 

全国平均 3,563 円 

※平成 30 年住宅・土地統計調査 

● 月額平均家賃は、東京都特別区部につい

で、第２位。指定都市では１位。 

 

東京都特別区部 88,491 円 

川崎市 76,054 円 

横浜市 72,523 円 

さいたま市 65,364 円 

※平成 30 年住宅・土地統計調査より計算 

 
※令和３年度介護労働実態調査と令和３年度賃金構造基本統計の比較 

一般労働者 

福祉・介護従事者 

上記の実態を踏まえ、福祉ニーズの増大に対応する福祉・介護人材の確保・育成・定着に国がきめ細やかな

住居費支援及び更なる処遇改善を実効性のある制度として実施することが必要 

この要請文の担当課／健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課   TEL 044-200-2666 

          健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課 TEL 044-200-3631 

福祉・介護人材が、 

安心して働ける 

環境の整備が 

求められます 
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学校及び保育所における医療的ケア児支援の充実 

について 

  【内閣府・こども家庭庁・文部科学省・厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 医療技術の進歩に伴って医療的ケア児が増加するとともに、その実態が多様化す

る中で、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた

適切な支援を受けられるようにするため、令和３（2021）年９月に「医療的ケア児

及びその家族に対する支援に関する法律」（以下「法」という。）が施行されました。

法においては、国や地方公共団体の責務等が規定されており、各地方自治体におけ

る主体的な取組が求められております。 

○ 本市においては、市立学校に在籍する医療的ケア児は、特別支援学校のみならず、

小・中学校においても増加傾向にあるとともに、人工呼吸器による呼吸管理等の高

度な医療的ケアを要する児童生徒も増加しております。 

○ また、医療的ケア児の保育所等への入所相談の件数や、本市保育所における医療

的ケア児の受入人数は増加傾向にあり、一人ひとりのニーズに応じた対応が必要と

なっているところです。 

○ 国においても、学校における看護師の配置に対する支援や保育所における看護師

の配置及び保育環境の向上等に対する支援など、様々な支援を実施しているところ

ですが、法の趣旨に基づき、学校及び保育所において、医療的ケア児の増加等に適

切に対応していくためには、国における支援を更に充実させる必要があります。 

１ 学校における医療的ケア看護職員等配置に係る財政支援を拡充するとともに、

医療的ケア看護職員を関係法令において公立学校における教職員定数に位置付

けるなど、看護師の安定的な配置に向けた必要な措置を講ずること。 

２ 医療的ケア児の通学支援に向け、地域の実情に応じた財政措置を講ずること。 

３ 保育所における医療的ケア児受入れのための場の拡充や環境整備に必要な財

政措置を講ずること。 

新規要請項目 
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■ 本市における状況 

  市立学校に在籍する医療的ケア児は増加傾向にあり、特別支援学校のみならず、その他の市
立学校においても増加しています。 
保育所においても、医療的ケア児の保育所等への入所相談の件数は増加傾向にあり、令和５

年度から公立保育所全園での受入れを開始したことと併せて、今後も受入児童は増加を続ける
見込みとなっています。 

 

 

 

 
 

 

■ 学校における医療的ケア児支援の充実について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 保育所における医療的ケア児支援の充実について 

 

  

この要請文の担当課／要請１・２ 教育委員会事務局学校教育部支援教育課 TEL 044-200-2549 

          要請３   こども未来局保育・子育て推進部    TEL 044-200-2609 

1 1 3 
5 6 7 

10 
13 

16 
14 

11 
13 12 14 

17 
21 22 

21 

29 
27 

2 6 7
6 7 8 7

12

0

10

20

30

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
田島支援学校（医療的ケア拠点校） その他の市立学校 公立保育所

医療的ケア児の増加等に伴い、学校における看護師の安定的な確保など、支援体制の

強化が必要 

学校における看護師を安定的に配置するため、医療的ケア看護職員配置事業の補助率

の引上げ等、財政支援の拡充が必要であるとともに、「公立義務教育諸学校の学級編

制及び教職員定数の標準に関する法律」等において医療的ケア看護職員を教職員定数

に位置付けることが必要 

医療的ケア児の通学支援については、文部科学省によれば「スクールバスなど専用通

学車両への乗車については、医療的ケア児の乗車可能性をできる限り追及し、個別に

判断すること」とされている。 

看護師配置に係る費用の補助だけではなく、車両の確保に係る費用や運転等の運行に

係る費用などについても財政的な支援を講ずることが必要 

要請３ 

医療的ケア児の受入れの促進は急務であるが、環境

整備や人的配置に対する継続的な経費を要するこ

とから、保育対策等総合支援事業費補助金につい

て更なる拡充を図ることが必要 

（人） 

①環境改善費7

補助額42
（①4②38）

継続的な

市の負担

②看護師配置関連48

市
の
負
担
計

R４医療的ケア児受入に関わる事業費
単位：百万円

55

要請２ 

要請１ 
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安全・安心で良好な教育環境の充実について 

  【文部科学省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■ 要請の背景 

○ 現行の補助単価と実際の工事費に乖離があり、大きな負担となっています。また、

補正予算等による措置のため、入札不調等により工期延長があった場合、再度の繰

越措置を図ることは困難であり、市負担が増大するリスクがあります。 

〇 本市では令和７年度に新川崎地区で新設小学校の開校を予定しています。開校後、

一定期間は児童数の増加が続く見込みですが、開校４年目以降の増加見込みを負担

金の算定に反映できないことから、実態にそぐわない制度となっています。 

〇 児童生徒数が増加傾向にある本市では、保有教室に余裕のある学校が少なく、教

室の転用や増築が必要となります。短期間での整備にはリース方式も有効な整備手

法ですが、現在の制度では、補助を活用できないこととなっています。 

〇 本市では、空調設備が一斉に更新時期を迎え、今後、更新整備を実施する予定で

す。上限額が令和４年度から引下げられたため、大規模校を単年度で整備した場合、

所要額に見合う十分な補助を受けることができない状況にあります。 

〇 長寿命化改良工事を３か年で行っており、契約については、毎年度内定後に単年

度契約で行っています。年度末に入札・契約時期が集中するため、受注者が建設資

材の調達や建設労働者などを確保することができず、入札不調・不落となるリスク

があります。入札・契約時期の平準化により、受注者側が効率よく人材や機材等を

稼働させることを可能とする必要があります。 

１ 実勢価格を踏まえ、計画事業量に見合う財政措置を当初予算により講ずること。 

２ 新設校の整備に係る負担金について、開校後の児童数の増加見込みを適切に反

映し、必要な教室数の整備が可能となるよう、負担金制度の拡充を図ること。 

３ 教室不足を効果的に解消するため、補助制度の拡充を図ること。 

４ 大規模改造（質的整備）に関する上限額の引上げを図ること。 

５ 工事発注時期の平準化を可能とするため、ゼロ債務負担行為を活用できるよう、

補助制度の見直しを図ること。 
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入札・契約時期が集中すると、受注者が建設資材の調達や建設労働者などを確保することができず、入

札不調・不落となるリスクがある。 

→ 入札・契約時期を平準化し、受注者側が効率よく人材や機材等を稼働させるため、出来高がなくて

も内定が可能となるよう、国土交通省の取組に倣い制度の拡充が必要です。 

●新川崎地区新設小学校の児童数及び学級数(推計値)

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

児童数 581 790 993 1,149 1,238 1,284 1,306

学級数 19 26 32 36 39 40 40

Ⅰ期 ↓当初内定 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期

↓当初内定 （その１工事２年目工事費 ↓当初内定

（その１工事ゼロ債務負担行為）  +その２工事ゼロ債務負担行為） （その２工事２年目工事費

○ ● ○  +その３工事ゼロ債務負担行為）↓当初内定

↑ その１工事 ● ○ （その３工事２年目工事費）

その１工事契約 ↑ その２工事 ● ○

その２工事契約 ↑ その３工事

その３工事契約

平
準
化

0年目 1年目 2年目 ３年目

■ 年度別の計画事業量と採択状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
■ 負担金等の制度拡充 

 

 

 

 
 

■ 補助制度の拡充 

 
 
 
 
 
 
 
 
■ 大規模改造（質的整備）に関する上限額の引上げ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ ゼロ債務負担行為の活用による工事発注時期の平準化（モデル例） 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この要請文の担当課／教育委員会事務局教育環境整備推進室 TEL 044-200-3271 

前年度予算による措置は、年度内に工事完了が困難な場合、補助を活用できないリスクがある。 

→ 実勢価格との乖離解消と併せ、柔軟な工期設定を可能とするためには、当初予算による措置が必要です。 

※ R7 年度開校 

負担金の算出基準となる年度 児童数の増加は続くが、 
負担金の算定対象外 

新設校は、児童数が一定期間増加する見込みだ

が、負担金を最大限活用できない制度上の課題

がある。 

→ 地域の実情に合わせ、必要な教室数の整備が

可能となるよう、負担金制度の拡充が必要です。 

破線の部分がゼロ債務負担行為の活用 

リース方式について、現在の制度では補助を活用できない。 

→ 教室不足に対応するための有効な手段であるリース方式についても補助金の活用が可能となるよう制度

の拡充が必要です。 

↓当初内定（その１工事） Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期

○ ● ↓当初内定（その２工事）

その１工事 ○ ● ↓当初内定（その３工事）

その２工事 ○ ●

その３工事

0年目 1年目 2年目 ３年目

現
状

上限額が令和４年度から引下げられため、

補助目的に沿った十分な補助を受けるこ

とができない。 

→ 空調設備の更新整備にも十分対応可能

となるよう上限額の引上げが必要です。 

（単位：千円）

当該年度
当初予算

前年度
補正予算等

A B C D B/A D/B

R3 1,913,598 2,508,976 0 2,508,976 131.1% 100.0%

R4 1,733,441 1,845,506 0 1,845,506 106.5% 100.0%

R5 929,487 1,000,927 0 1,000,927 107.7% 100.0%
※補正率：交付決定額のうち、補正予算などの前年度予算により措置された割合

補正率計画事業費 交付決定額
(予算区分)

年度
採択率

(単位:千円)

R3 R4,R5

大規模改造（質的整備）

上限額 200,000 70,000

下限額 4,000 4,000

工事種別

空調設置
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多摩川における治水対策の推進について 

【国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 令和元年東日本台風では、多摩川の水位上昇に伴い、本市域では各支川との合流

部や排水樋管周辺地域等で浸水被害が発生したため、被害軽減に向けた多摩川の治

水対策の推進が不可欠です。 

○ 多摩川と支川との合流部付近や排水樋管の放流部付近等の河道内において、土砂

堆積が見受けられるため、土砂掘削などを行い、継続的に水位を低減する対策を行

うことが不可欠と考えています。 

○ 多摩川における平瀬川との合流部や JR 京浜東北線付近の堤防は、周囲の堤防高よ

り低いことから、堤防機能強化等の治水対策を行う必要があります。 

○ 平瀬川と多摩川の合流部対策については、景観や防災面に考慮した堤防構造につ

いて、住民と合意形成を図りながら、令和６年度からの平瀬川の堤防整備着手に向

け、計画的かつ継続的な財政措置が必要です。 

■ 効果等 

○ 多摩川及び流域の治水安全度が向上します。 

○ 令和元年東日本台風と同規模の降雨に際しても、浸水被害を軽減できます。 

１ 令和元年東日本台風で浸水被害のあった多摩川と支川(平瀬川・三沢川)等との

合流部や排水樋管の放流部における河道掘削を早急に実施すること。 

２ 「多摩川水系流域治水プロジェクト」に位置付けている、多摩川における浸水

被害の最小化に向けた対策について、河道掘削や堤防機能強化等の治水対策を確

実に実施すること。 

３ 平瀬川と多摩川の合流部における堤防整備について、事業推進に向け必要な財

政措置を講ずること。 
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〈堤防機能強化等の治水対策〉 

多摩川 

〈堤防整備による合流部対策〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

多摩川における浸水被害の最小化に向けて、早急な対策の実施と必要な財政措置を講ずること 

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部河川課 TEL 044-200-2901 

上下水道局下水道部下水道計画課 TEL 044-200-2886 

排水樋管放流部 三沢川との合流部 平瀬川との合流部 

土砂堆積の状況 

多摩川堤防の状況 

平瀬川との合流部（東久地橋付近） 

多摩川 三沢川 

平瀬川 

ＪＲ京浜東北線付近 

〈河道内の土砂掘削による水位低減対策〉 

多摩川 

排水樋管放流部 

平瀬川堤防の状況 

平瀬川・多摩川合流部 

計画堤防天端高 

多摩川 

←至 登戸 至 川崎→ 
 

東久地橋 
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川崎臨海部の土地利用転換について 

  【内閣府・経済産業省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 日本の経済発展を支え続けてきた川崎臨海部におけるかつてない規模の土地利用

転換は、これからの我が国の国際競争力強化において重要な役割を担うものであり、

今後他地区でも起こり得る土地利用転換のロールモデルとなり得ることから、国策

を具現化するような未来志向の土地利用の実現に向け、これまでの枠組みに捉われ

ない、省庁横断的な支援が必要です。 

○ この度の大規模土地利用転換の先鞭と位置付けている南渡田地区では、国の「統

合イノベーション戦略」や「マテリアル革新力強化戦略」で示されている革新的な

マテリアルの開発を具現化する新たな研究開発拠点の形成を目指していますが、戦

略的な機能集積やインフラ整備によりその実現を図るためには、規制緩和をはじめ、

財政、税制、金融上の積極的かつ集中的な支援措置が必要です。 

○ また、土地利用転換の中核である扇島地区では、カーボンニュートラル社会の実

現等に向け、水素や燃料アンモニア等脱炭素燃料の受入拠点及びサプライチェーン

の構築に向けた検討を開始し、脱炭素燃料を受入・貯蔵・供給する機能の整備をは

じめとした土地利用転換の取組を進めております。それら機能の導入など官民によ

る事業の推進のためには、国道 357 号・首都高湾岸線出入口等の交通基盤をはじめ、

港湾施設などの各種インフラの整備が必要であり、このためには、計画的かつ早期

の財政措置が必要です。 

１ 南渡田地区における、素材を中心とした研究開発拠点形成に向けた産業集積、

インフラ整備、制度設計などの取組に対して、規制緩和をはじめ、財政、税制、

金融上の積極的かつ集中的な支援措置を講ずること。 

２ 扇島地区における、水素や燃料アンモニア等の大量かつ安定的な輸入を可能と

する受入環境整備や速やかな土地活用を行うためのインフラ整備、大水深バース

を活用した関連する港湾整備に対して必要な財政措置を講ずること。 
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■ 川崎臨海部における大規模土地利用転換について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・南渡田地区 

産業集積 
・革新的な素材を生み出す研究開発機能 
の集積により「素材から世界を変える産業 
拠点」の形成を目指す。 

製造機能を 
中心とした 
土地利用 

拠点形成に向けて、規制緩和をはじ
め、財政、税制、金融上の積極的
かつ集中的な支援措置が必要 

研究開発を 
中心とした 
土地利用 

基盤整備 
・広大な土地を有効活用するために、 
周辺道路と地区内道路の基盤整備が 
必要となる。 

・扇島地区 

扇島 

横浜市 川崎市 

大水深バースを 
活用した関連 
する港湾整備 

国道357 号 
(未整備区間) 

首都高湾岸線 

基盤整備、港湾整備 
・水素や燃料アンモニア等の受入環境や利用等のための基盤の整備 
・大水深バースを活用した関連する港湾整備 

首都圏や京浜臨海部のカーボンニュートラ
ルエネルギー利用促進に向けて、大規模土
地利用転換を早期に実現するための計画
的かつ⾧期的な財政措置が必要 

水素や燃料アンモニア
等の受入環境の 

整備 

この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部戦略拠点推進室 TEL 044-200-1568 

大
水
深
バ
ー
ス 

水素や燃料アンモニア
等の利用等のため

の基盤整備 

段階的整備 

 

扇島南（川崎側） 

上工程 

南渡田 

扇島北 

池上町 

水江町 
扇町 

羽田空港 

鶴見つばさ橋 

【川崎市の取組】 

● 令和３年２月１日付けで、 

 「JFE ホールディングス㈱と川崎市との土地利用に関する協定」締結 

⇒ 京浜地区の高炉等の休止に伴う影響に対応し、川崎臨海部における 
地域の持続的な発展に向けた土地利用を推進 

     

 ◆これまでの取組 
  次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠点の形成に向け、

JFE と川崎市との間で協議調整を図りながら、令和4 年度に
具体的なコンセプトや土地利用方針等を盛り込んだ拠点整備
基本計画を策定。令和5年3月には北地区北側の事業者
が決定し、土地利用転換に向けた具体的な取組が進展 

扇島 
出入口 

 ◆これまでの取組 

  計画的な土地利用転換を図るため、「扇島地区土地利用 
検討会議」や「臨海部大規模土地利用調整会議」を開催し、 
導入機能や基盤整備などについて協議・調整 

  ⇒ 令和４年11月に「土地利用に係る基本的考え方」を 
公表、令和５年９月の高炉休止前までの「土地利用 
方針」策定に向けた取組を推進 
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脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について 

  【総務省・経済産業省・環境省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 本市は首都圏における大規模なエネルギー供給拠点であり、供給エネルギーのカー

ボンニュートラル化により、国の脱炭素化に大きく貢献する可能性があります。国や

地方公共団体における温暖化対策の実効性を高めていくためには、地域ごとのポテン

シャルを踏まえつつ、水素・アンモニア等の利活用や、ＣＣＵＳ等次世代技術の実装

化に向けた支援を加速させる必要があります。 

○ また本市では、公共施設への市内産再エネ電力の導入を計画していますが、「政府調

達に関する協定（ＷＴＯ政府調達協定）」において産地の指定を禁じており、事業推進

の障害となっています。同協定の例外を定める政令では、中核市経営の電力事業に係

る調達のみが適用除外となっており、市域で再エネの地産地消を促進するためには、

現行制度の見直しが必要です。 

○ 「川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例」の改正に際し、太陽光パネルのリサ

イクル・廃棄や、サプライチェーンにおける人権問題などを懸念する意見が多く寄せ

られ、太陽光発電設備普及に向けた課題となっており、これらの課題に対し国におい

て具体的な対応策を示していくことが必要です。 

○ 再エネの普及拡大に向けては、ペロブスカイト太陽電池等の次世代技術の商用化に

向けた取組等も重要であり、これらに対応するには地方自治体の取組に加え、国の主

導による技術開発の促進がより一層必要となります。 

１ 脱炭素社会の実現に向けては、再生可能エネルギーの普及に加えて、水素・ア

ンモニア等による発電や、ＣＣＵＳ等の次世代技術の実装化が必要であるため、

こうした技術の開発や導入に向けた支援を加速させること。 

２ 国も呼びかけている再エネ電力の地産地消促進に向けて、指定都市においても

地産電源の導入が可能となるよう関係法令を見直すこと。 

３ 第６次エネルギー基本計画における太陽光発電設備の導入目標の達成に向け、

地域の取組を推進するため、課題解決や技術開発に向けた取組を加速させること。 
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■ 本市の CO2フリーエネルギーの可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■ 政府調達に関する協定（WTO 政府調達協定） 

   第十条 技術仕様及び入札仕様書 

   

 

 

 

  ・地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 

第三条 適用範囲（抜粋） 

   

 

 

 

■ 本市の条例改正におけるパブリックコメントの主な意見（全 1,864 件） 

No 意見要旨 

１ 太陽光パネルの生産は中国に集中しており、新彊ウイグル自治区の製品を取り扱っているとい

う話も聞く。市の太陽光発電の制度が、新彊ウイグル自治区の強制労働等に加担することにな

るのではないか。【同趣旨ほか 211 件】 

２ 太陽光パネルは廃棄方法が確立されておらず、廃棄時に有害物質が漏洩するなど、環境汚染に

つながるのではないか。【同趣旨ほか 187 件】 

３ 太陽光パネルの構造・強度に懸念があり、台風、ひょうなどの自然災害時に破損等の恐れがあ

るのではないか。また水没したパネルには感電のリスクがあるのではないか。家屋の火災時に

も感電リスクの懸念があり、適切な消火活動もできないのではないか。【同趣旨ほか 144 件】 

                                     
この要請文の担当課／環境局脱炭素戦略推進室 TEL 044-200-2508 

川崎市は、首都圏における大規模なエネルギー供給拠点となっている 
⇒供給エネルギーのカーボンニュートラル化により、我が国の脱炭素化に大きく貢献する可能性がある 

現在 2050年

CO2フリーの
水素等で発電

化石燃料
で発電川崎

首都圏

1,600万t-CO2 発生 CO2 フリー

この政令は、特定地方公共団体又は中核市の締結する調達契約であって、当該調達契約に係

る予定価格が総務大臣の定める区分に応じ総務大臣の定める額以上の額であるものについて

適用する。ただし、次に掲げる調達契約については、この限りでない。 
三 中核市の経営する電気事業に係る調達契約 

4 調達機関は、技術仕様を定めるに当たり、特定の商標若しくは商号、特許、著作権、デザイ

ン、型式、産地、生産者又は供給者を要件としてはならず、また、これらに言及してはならない。

ただし、これらを用いなければ調達の要件の説明を十分に明確な又は理解しやすい方法で行うこ

とができない場合において、調達機関が入札説明書に「又はこれと同等のもの」というような文

言を付するときは、この限りでない。 
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カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた

水素サプライチェーン構築に係る取組について 

  【総務省・経済産業省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、水素等へのエネルギーの転換が有力

な手段である中、本市は平成 27（2015）年３月に「水素社会の実現に向けた川崎水

素戦略」を策定、さらに令和４（2022）年３月には「川崎カーボンニュートラルコ

ンビナート構想」を策定し、企業等と連携し、国の実証事業の活用等によるプロジ

ェクトを推進しています。 

○ 令和５（2023）年３月には、国のグリーンイノベーション基金事業における「液

化水素サプライチェーン事業」の水素受入地として川崎臨海部が選定されたことか

ら、今後、商用化実証に向けた水素受入基地の建設等、インフラの整備が期待され

ています。 

〇 水素等のカーボンニュートラルなエネルギーの商用化実証やインフラ整備には、

多額の費用が必要である一方で、民間事業者にとって事業収支等の予測が難しく、

早期の社会実装を目指すためには、国の財政措置が必要です。 

〇 水素サプライチェーンの構築に向けた水素パイプライン整備においては、明確な

技術基準が存在せず、整備が必要であるとともに、水素の製造・貯蔵・消費・運搬

等においては、法令等の規制が水素の普及の障壁となっており、安全面を考慮しつ

つ積極的な規制改革・規制緩和が必要です。 

１ カーボンニュートラルコンビナート実現に資する水素サプライチェーンの構

築に向け、補助事業等の強力な財政措置を講ずること。また、設備導入補助を拡

充すること。 

２ 水素パイプライン敷設の促進に向けた技術基準の整備及び水素の製造・貯蔵・

運搬・消費等に係る規制改革・規制緩和を行うこと。 
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この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部成長戦略推進部 TEL 044-200-2095 
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